
1．療養通所介護
2016 年 4 月から地域密着型に移行した療養通所介護
は、2018 年 4 月から、地域共生社会の実現を推進する
ため、定員数が 9人から 18人以下となりました。
2025年 5月審査分の介護給付費請求事業所数は 70か
所となっています。医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ要
介護者の日中生活を支援し、家族のレスパイトの確保には
通所サービスが必要です。訪問看護経験のある看護師が管
理者となって介護職員と一体的に医療的ニーズに対応でき
るサービスであり、重度要介護者を中心に利用されていま
す。
2012年度からは、療養通所介護事業所が児童福祉法に
基づく主に重症心身障害児者を通わせる児童発達支援また
は放課後等デイサービス、障害者総合支援法に基づく生活
介護サービスの指定を一体的に受けることができるように
なりました。
近年、単身世帯の増加に伴い重度要介護者のサービス利
用は減少傾向にありますが、医療的ケア児が増加する中、
療養通所介護と児童発達支援等の事業を一体的に運営する
事業所が、地域に住まう重症心身障害児者また医療的ケア
児の通所支援を担うようになっています（図表 13）。

2．定期巡回・随時対応型訪問介護看護
2012 年に単身・要介護者を支えるために、訪問介護と

訪問看護が一体化（又は連携）して実施する地域密着型サー
ビスとして創設されました。2025 年 5 月審査分の介護
給付費請求事業所数は、介護看護一体型：423 か所、訪
問看護ステーションとの連携型：985 か所となっていま
す（図表 14）。なお、人員基準を満たせばみなし指定訪問
看護事業所として訪問看護を行うことができます。職種別
割合では訪問介護員等が最も多く53.5％です（図表 15）。

3．看護小規模多機能型居宅介護（看多機）
地域密着型サービスのひとつとして、医療ニーズのある

要介護者を支えるため、2012年に小規模多機能型居宅介
護と訪問看護の複合型サービスが創設され、2015年度に
「看護小規模多機能型居宅介護」と改名されました。2025
年 5月審査分での請求事業所数（短期利用以外）は本体
事業所 1,090 か所、サテライト型が 28か所となってい
ます（図表 16）。
2023年には介護保険法が改正され、「通い」・「宿泊」サー

ビスにおいても、看護職員による「看護」が提供されるこ
とが明記され、看護職員・介護職員などが一体となって「訪
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図表13　�療養通所介護事業所における児童発達支援等の
運営状況

資料：令和6年度　日本訪問看護財団「訪問看護及び療養通所介護の役割と他サービス
　　　との連携体制構築に関する 調査研究事業　報告書」より作成
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図表 14　�定期巡回・随時対応型訪問介護看護　事業所数
の推移

資料：厚生労働省「介護給付費等実態統計　各年５月審査分」
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図表 16　�看護小規模多機能型居宅介護　事業所数の推移

資料：厚生労働省「介護給付費等実態統計　各年５月審査分」
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図表 15　�定期巡回・随時対応型訪問介護看護�
職種別職員割合
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資料：厚生労働省「2024（令和6）年介護サービス施設・事業所調査」より作成
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